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研究成果の概要（和文）：大型浮体は大型港湾施設，石油ガス生産のための中継基地，空港などのインフラ設備として
利用されうる．このような大型浮体の極限荷重下でのリスク評価は工学者に課される重要な課題である．極限荷重には
例えば数万年に一回生じうる極限波浪や津波などが含まれる．本研究ではこのような極限荷重を再現するために非線形
手法である粒子法を適用し，構造物の非線形挙動を含む構造要素と連成させることで，大型浮体の極限海象中の挙動解
明を試み，開発した手法を縮尺模型を用いた水槽試験により検証した．緊張係留された大型ブイの係留の極限海象下の
挙動，超大型浮体の流力弾塑性挙動，洋上大型風車の異常荷重作用時の崩壊挙動を対象とした．

研究成果の概要（英文）：Large floating structures may be utilized as an offshore port facility, a 
floating terminal for oil and gas exploitation, large infrastructures such as airpot, etc. It is a 
technical challenge posed on engineers to fulfill the accountability by showing the behavior of the large 
floating structures in a very rare event. The event may include extreme waves that could occur once in 
several thousands years and Tsunami. In this research, nonlinear hydrodynamic models such as particle 
method and finite element method (FEM) using nonlinear element are used in a conbined manner to clarify 
the behavior of the large floating structures under the rare event. The method developed in this study 
was also verified by using a series of tank tests using scaled models. Behavior of large floating buoy 
moored by tensioned tether, hydro-elastoplastic behavior of large floating structure and collapse 
behavior of large floating wind turibines are investigated.

研究分野：海洋構造力学

キーワード： risk analysis　large floating structure　collapse　nonlinear behavior　particle method　scale
d model　extreme event　hydroelastoplasticity
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１．研究開始当初の背景 
(1) 大型浮体をとりまく背景 
大型浮体は大型港湾施設、石油・ガス開発
のための中継基地、あるいは空港や橋梁など
の巨大インフラとしての利用が期待されて
いる。わが国では今世紀初頭にメガフロート
技術研究組合による浮体式空港利用に関す
る実証的試験が行われるなど，大掛かりな研
究開発が行われた。当時、技術開発された主
要な技術は、①空港と係留装置の設計技術、
②弾性応答のシミュレーション技術、③環境
影響評価技術、であった。 
(2) 研究の背景 
 構造物が設計限界を超える条件に晒され
たとき，結果的にどのような事象が生じる
か？の疑問は，リスク評価の観点から重要な
問題である．とりわけ，大きな損失が生じう
る大型浮体では一層重要度が高い．ところが
極限波浪荷重下の大型浮体のリスク（結果）
解析はこれまで実施された例がなかった． 
 
２．研究の目的 
 そこで本研究では，極限荷重下の大型浮体
構造物が最終強度を超えて折損する場合の
事象を対象として，リスク評価をするための
非線形荷重評価手法と有限要素法を組み合
わせた，連成解析手法を確立することと，そ
れを用いた現象解明を目的とする．極限的な
海象下で，浮体は弾塑性変形し，流体挙動も
その変形を受けて変化すると考えられる．こ
のような相互の影響＝流力弾塑性解析手法
の開発を取り上げる．非線形荷重評価手法と
して主に粒子法のうち SPH法を用いる． 
 
３．研究の方法 
 対象構造物として三つの浮体構造物を選
んだ．それぞれに対して数値シミュレーショ
ン法を開発し，必要に応じて縮尺模型を用い
た水槽試験を実施する． 
(1) 緊張係留されたブイ 
緊張係留されたブイ構造物を対象とする．
ブイの高さを超える波（青波）がブイに作用
したとき，ブイは青波によって一旦押し下げ
られ，青波が過ぎた後に浮力のために再度持
ち上げられるため，瞬間的に衝撃的荷重が作
用する．衝撃的荷重の下で，リンギングと称
される大きな過渡応答が生じる．流体力学的
に非線形な事象であり，構造的にも圧縮に近
い荷重が係留索に作用するために，大撓みが
生じる構造非線形の問題である． 
流体部分については粒子法を用い，構造部
分には大撓み・微小ひずみによる定式化を行
った，動的な非線形梁モデルを開発し，これ
らを連成させたシミュレーション法を開発
する．検証のために緊張係留されたブイの縮
尺模型による水槽実験を実施する． 
(2) 極限波浪中の超大型浮体 
次に，超大型浮体の弾塑性変形を対象とす
る．超大型浮体は小さな浮体が集まったもの
と考え，複数の小浮体としてモデル化を行い，

粒子法によって浮体間の非線形な流体力学
的相互干渉効果を含む波浪荷重評価を行う．
各浮体は弾性梁要素でつながっているとし
てモデル化を行い，大型浮体の流力弾性解析
を行う． 
 また，大型浮体の崩壊挙動は事象として新
しく，崩壊挙動の解明が必要であるために，
縮尺模型を開発し，水槽試験を行った．さら
に，流体力学的挙動の部分についても，別の
手法による検証計算が必要であるために，ポ
テンシャル理論に基づいたランキンソース
法による荷重評価を用いた，時刻暦応答解析
法の開発も行う． 
(3) 大型浮体式風車のタワーの崩壊 
 最後に極限荷重下の大型浮体式風車の崩
壊事象を対象とする．大型浮体で支持された
風車構造では，支持基盤である浮体構造物に，
鋼製のタワーが搭載され，その頂部にロータ
ーやナセルの重量物が載っている．ローター
に作用する荷重は通常はブレードのピッチ
制御により，異常荷重が作用しないように設
計されているが，ピッチ制御が故障した場合
に，異常荷重が作用しタワーの基部が崩壊す
る可能性がある． 
 この計算の場合には異常荷重の原因が風
荷重である．風荷重のモデル化に際しては，
FAST として知られる，翼素理論と運動量理論
に基づいたシミュレーションプログラムと，
ポテンシャル理論に基づいた DYNABEAM と称
する，研究代表が作成したプログラム連成さ
せ，さらに弾塑性要素を組み込むことで，ピ
ッチ制御失敗時の異常荷重下の大型浮体式
風車のタワー構造の崩壊事象を取り扱う． 
 
４．研究成果 
研究の対象構造物として三つの浮体構造
物を選んだ．それぞれに対して数値シミュレ
ーション法を開発し，必要に応じて縮尺模型
を用いた水槽試験を実施した．研究対象ごと
に成果を示す． 
(1) 緊張係留されたブイ 
図 1 に示すような緊張係留されたブイ構
造を計算対象とした．流体領域には粒子法の
一つである SPH を利用し，係留構造のモデ
ルには大撓みを考慮した非線形梁を用いた．
まず波高が小さい領域からスタートして，
徐々に波高を大きくした． 
 
 
 
 
 
 
 

図 1: 緊張係留されたブイ 
 
図 2には数値シミュレーションによって
得られた張力変動の推定結果を示す．青波
によって一旦係留索がスラックし（図中の
矢印），それに引き続いて，係留索中にスナ



ップ荷重が生じている様子が再現されてい
る．図 3には粒子法（SPH）によるシミュ
レーションの様子を示した． 
より詳細な結果を学会発表論文①，なら
びに雑誌論文①に示した． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2 張力変動の様子 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3 SPHによるシミュレーションの様子． 
 
(2) 極限波浪中の超大型浮体 
図 4には超大型浮体の粒子法（SPH）によ
る流体モデルを示す．SPHによれば大波高中
の現象が再現できる．一方で，長い距離を波
が進行する場合には，波高の減衰が無視し得
ないこともわかった． 
超大型浮体の解析には従来のポテンシャ
ル理論に基づいた手法にもメリットがある
ことを見直し，改めてランキンソース法と弾
塑性構造モデルによる時間領域での流体構
造連成解析も行った． 
図5に縮尺模型を用いた水槽試験の様子を
示す．図中の写真中央部に浮体の模型が位置
しており，浮体中央部には崩壊を表す機構が
とりつけられている．浮体の長さは実機で
600m を想定した． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(3) 大型浮体式風車のタワーの崩壊 
 
図 4 超大型浮体の流体モデル 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 5 超大型浮体の縮尺模型 

  
 図 6 には実験で得られた崩壊の時刻暦と
シミュレーションによる予測値（今回はポテ
ンシャル理論）の比較結果を示す．図中の縦
軸は崩壊機構で計測された相対回転角を表
している．極限波が浮体に到達すると，崩壊
が進行し，最終的に崩壊事象が停留している
ことがわかる．また，流力弾塑性シミュレー
ションは実験結果をよく再現していること
がわかる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 6 崩壊を表す相対角の時刻暦 

 
 超大型浮体の崩壊現象に関して 
 崩壊は，荷重が最終強度を越えるごく短
時間に生じること． 

 荷重の振幅が大きいほど，崩壊量は増加
すること． 

 一方で，荷重が一定量を超えると崩壊の
増加率は低減する傾向があること． 

 最大縦曲げモーメントが崩壊強度を 20%
ほど上回る場合でも，塑性変形角は 1度
にも満たず，崩壊が大規模には生じない
こと． 

が明らかになった． 
より詳細な結果を，学会発表論文②，⑤，
⑥に示した．なお，学会発表論文②は発表
した国際会議の Best student paper 
awardとして表彰を受けた． 
 
(3) 大型浮体式風車のタワーの崩壊 
図 7 に対象とする構造物を示す．5MW 級の
大型風車を搭載した，スパー型の喫水 110m
ほどの大型浮体構造物である．ブレードのピ
ッチ制御が正常に作動している場合には，風
速 18m/s 程度の風環境下で高々400kN ほどの
風スラスト力であるが，ブレードのピッチ制
御が故障した場合には，3 倍弱程度の風スラ
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スト荷重が風車タワーに作用する．タワーの
基部では最大モーメントが生じるために，同
箇所で崩壊が生じる可能性がある． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 7 大型風車のモデル 
 
 風荷重を FAST として知られる，シミュレ
ーションコードで評価し，流体－構造連成プ
ログラムである DYNABEAM を連成させた．崩
壊を表現する弾塑性要素をタワー基部に追
加した． 
 図 8 にはタワー基部の崩壊事象に関する
シミュレーション結果を示す．時刻 50s にお
いてピッチ制御の故障が生じ，過大な荷重が
作用すると想定した．ところが，浮体の剛体
運動による慣性力が重畳した結果，実際に最
大の縦曲げモーメントがタワー基部に生じ
たのは時刻 75s 程度であり，この瞬間に崩壊
が進行する様子が再現された．シミュレーシ
ョンで風速を増加させるなどして，崩壊特性
の傾向を調べた．極限荷重がある大きさを超
えた場合，崩壊は停留することなく進行し，
タワーが崩落した． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 8 大型風車の崩壊挙動 
 
 大型風車の異常荷重作用時のタワー基部
の崩壊に関して，以下のことがわかった． 
 浮体の剛体運動による慣性力と風荷重
が重畳することで，異常荷重作用からわ

ずかに時間を隔てた後，タワー基部に最
大モーメントが発生すること． 

 超大型浮体の場合と異なり，瞬時に大き
な崩壊が生じる傾向があり，必ずしも停
留せず，タワーの崩落が生じること． 

 これは超大型浮体の場合には連続的に
静水圧による復原力で支持されている
ために，崩壊の進行に伴い荷重が低減す
る傾向があるのに対して，風車の場合に
は荷重が低減するメカニズムが作用し
にくい性質があるためであること． 

 
より詳細な結果を，学会発表論文③，④，
に示した． 
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